第１２回教育委員会（定）
開会日時　　平成２３年　　６月　２３日（木）　　　午後　　４時００分
閉会日時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後　　６時１０分
開会場所　　教育委員会室

出　　席　　者

委　　　　　員　　別　府　明　雄

委　　　　　員　　今　井　英　彦

委　　　　　員　　谷　田　　　泰

委　　　　　員　　本　山　千惠子

委　　　　　員　　北　川　容　子

出席事務局職員

　　事務局次長　　浅　島　和　夫　　　　庶務課長　　矢　嶋　吉　雄

　　学務課長　　森　下　真　博　　　　生涯学習課長　　中　島　　　実

　　指導室長　　中　川　修　一　　　　新しい学校づくり担当課長　　田　中　光　輝
　　学校地域連携担当課長　　大　澤　宣　仁　　　　中央図書館長　　近　藤　直　樹

署　名　委　員

　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午後　　４時００分　開会

委　員　長　　本日は、５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２３年第１２回の教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、浅島次長、矢嶋庶務課長、森下学務課長、中島生涯学習課長、中川指導室長、田中新しい学校づくり担当課長、大澤学校地域連携担当課長、近藤中央図書館長、以上の８名でございます。

　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により今井委員にお願いいたします。

　本日の委員会は、３名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

○議事

日程第一　議案第３４号　板橋区文化財保護審議会委員の委嘱について
（生涯学習課長）

委　員　長　　それでは、議事に入ります。日程第一　議案第３４号「板橋区文化財保護審議会委員の委嘱について」、生涯学習課長から説明してください。
生涯学習課長　　それでは、まず生―１「板橋区文化財保護審議会委員の委嘱について」、ご説明させていただきます。

　板橋区の文化財保護審議会は、板橋区文化財保護条例第１８条に基づき設置されるもので、同条例第２２条により任期が２年と定められておりまして、本年６月２４日に任期が切れることから、新たな審議会委員の委嘱についてご審議いただくものでございます。

　新たな委員といたしましては、資料のとおり、９名を挙げております。

　今回はすべての委員が再任ということでございまして、引き続き委員を務めさせていただきたいと考えております。

　委嘱の期間は、平成２３年６月２５日から平成２５年６月２４日でございます。

　本日、教育委員会でご了承いただけますと、７月２９日に開催されます平成２３年度第１回文化財保護審議会の冒頭で委嘱をする予定でございます。

　よろしくご審議のほどをお願い申し上げます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

　再任ということで、既にご活躍いただいている方々ばかりなので、特に問題はないかと思います。

　では、お諮りします。日程第一　議案第３４号「板橋区文化財保護審議会委員の委嘱について」、原案のとおり決定することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委　員　長　　では、そのように決定します。

○報告事項

１．平成２３年第２回区議会定例会一般質問答弁要旨　　　　（資料）（教育長）

委　員　長　　次に、報告事項を聴取いたします。報告１「平成２３年第２回区議会定例会一般質問答弁要旨」について、教育長から報告をお願いします。
教育長　　それでは、資料をご覧ください。

　６月９日、１０日に開かれました平成２３年第２回区議会定例会の一般質問について、要旨をご報告させていただきます。

　今回は、新人議員がかなり一般質問に立たれていることと、内容に関しては、３月１１日の大震災以降、始めての議会ということもあって、３月１１日関連で、教育委員会、学校の対応に関して、その後の対応について、特に原子力の放射能関係の対応についての質問が多かったと思います。

　始めに、１ページから、自民党の山田貴之議員は新人ですけれども、始めは、校庭の芝生化について、もっと積極的にやってほしいというご意見がございました。

　先日も、東京都の担当部長が来まして芝生化を是非進めてほしいということもあったのですけれども、このところ、少し放射能関係で、芝生に放射能がたまる可能性が高いということもあって、福島では、はがしたところがあるということも聞いていますので、少し滞るかなという話も東京都にしておりました。

　板橋の場合は、急激にではないですが、着実に学校でできるところについて進めていくという方向でおりまして、今年の夏に、赤塚新町小学校が芝生化する予定になって、今動いています。

　それから、２番目が子育て支援のところで、「あいキッズ」関連のご質問がございまして、是非、「あいキッズ」の広報をきちんと広げて、大変いい事業なので着実に進めてもらいたいという委員の質問がございました。
　それから、次のページ。自民党の田中しゅんすけ議員、同じく新人議員でございます。この方は、学力向上に向けた公教育の役割ということで、目的を持って学ぶ姿勢を是非育ててもらいたいということで、特にそれに関して異議はございませんので、お答えをしております。

　それから、次が、同じく新人の自民党安井一郎議員で、安井議員は長く徳丸青健の会長をずっとやられている方です。始めに、東日本大震災当日の指導はどうだったのかというご質問がございまして、ご報告をしたとおり、今後は震度５弱以上の地震が発生した場合は、小学生は学校に留め置いて保護者に引き渡すという方針を確立しましたということでご報告をしています。

　それから、色んな状況下で震災が起こる可能性がありますので、その辺のところの行動マニュアルをきちんとつくってほしいということで、これは、現在学校が持っています危機管理マニュアルの見直しが必要になっていると思いますので、学校でもやってもらいますけれども、危機管理室が今後行います全体のマニュアル改訂と合わせて改訂していきたいということでお答えしています。

　それから、あとは若手教員が増えることについて是非対応してほしいというご意見。その中で、教員による人事権を板橋区独自で行える可能性はないのかというご質問がございました。
　教育長会でも、東京都教育委員会と話を始めています。ただ、東京都の方は、三多摩の奥の方ですとか島の部分も持っていますから、その辺との一定の教育水準を保たなければいけないということがあって、積極的ではないというのが現状です。ただ、教育長会、区長会も望んでいる部分ですので、今後も話し合いは続けていきたいと思います。

　それから、安井議員は伝統芸能をずっとやっていらっしゃる関係で、伝統芸能の普及後継者の育成についてのご質問で、郷土伝承館の近くの学校は様々な取り組みをしているのですけれども、それを遠くまで広げるということが大変な状況でありますということをお答えしているのと同時に、中高生がもう少し伝統芸能活動に関われる機会、見る機会を増やせないかというご提案があって、今後の課題になるかと思います。
　それから、次が、中学生が消防訓練をする、地域の災害の担い手という考え方で取り組みができないかということで、何校かやっているんですが、学校周辺の地域マップの作成を是非周知をして広めてもらいたいということと、消防用のＣ級ポンプというのを町会が持って訓練をしています。
　それと一緒に、中学生が消防ポンプを使えるような訓練を是非してもらいたいということで、これについては、具体的にどういう形でできるのか、防災担当課とも連携しながら検討していきたいとお答えしています。

　それから、いしだ圭一郎議員は、特に自転車の安全対策をしっかりやってほしいということで、まだ全校はできていないのですが、小学校で自転車の運転免許証の発行などの事業があります。そういう事業ですとか、警察が入った交通安全教室を確実に全校でやってほしいというようなところで、私どもも同意見ですので、できるだけ普及をしていきたいと思っています。

　それから、熱中症対策、冷房対策というところで、学校で緑のカーテンをつくるけれども、とても負担が大変なので、一部委託をしてやってもらったらどうかという質問がありました。

　これは、緑のカーテンは単にカーテンをつくればいいということではなくて、主体的にどう子供たちが取り組めるかというところが大切なところですので、地域の方々、ＰＴＡの方々に応援をいただきながら、委託ではなくて自分たちでつくっていくことが大切ではないかということでお答えしています。

　それから、飛びまして、６ページのはぎわら洋一議員です。世田谷区が特区になりまして、「日本語教育特区」というのを２００９年からやっていまして、教科「日本語」という取り組みをしています。これがすばらしいので板橋でもやらないかというご提案だったのですが、確かにすばらしい内容です。
　ただ、古典文学に親しんだりですとか、日本の伝統文化に触れるということは、今回改訂されました新しい学習指導要領の中にも位置づけをされていまして、教科書でもきちんと取り組みをされていますので、板橋の場合は、特に教科「日本語」という取り組みではなくて、国語の授業の中でしっかりやっていきたいということでお答えしました。

　それから、「稲むらの火」という、昔、江戸時代に実際にあった人の話があります。今度、防災の日を決めるに当たって、この「稲むらの火」の記念日をそれにするというニュースが出ていましたけれども。これを教材としてきちんと活用してほしいということで、板橋では道徳で活用できるように、機会を捉えて学校に紹介していきたいということでお答えしています。
　それから、そのほかにも、特色ある学校づくりについて、各学校の権限と予算をきちんと保証して特色ある学校づくりをさせるべきであるということで、私たちにとってはありがたいご意見をいただいたのですが、なかなか予算の確保が難しいものですから、今後、最善の検討をしていきたいとお答えしています。
　それから、８ページの共産党の荒川なお議員。新人の方です。この方は、放射能汚染から子供を守るために、学校給食の食材の検査をやってほしいというご意見がございました。

　これに関しては、すでに区の方針としてお知らせしていますけれども、個々に各学校で毎日入れています食材を一つ一つ検査というのはとても難しい、無理な話ですので、安全な食材を使用ということでご理解いただきたいということでお話をしました。

　それから、かなざき議員です。この方は教育支援センターについて、もっと現場の教職員や保護者の意見を反映させるべきではないかという要望が１点。
　これは、既に色んな方ともお話をしていますが、これからもまたお話しする機会がありますということでお答えしています。

　それから、区長部局と違う、独立した行政組織として教育委員会があるわけですから、できれば教育支援センターを教育委員会ともども区長部局から離して、本庁舎の中に入れるということではなくて、別の場所に建てるべきではないかというご意見でございました。

　その辺については、ずっと教育委員会の中でもお話が出されているところでして、私どもとしては、他課との連携を図るとか、板橋が教育を非常に大切にしているという象徴という意味からも、是非ここの本庁舎の中に入れたいというお答えをしています。

　それから、田中やすのり議員は、学校支援地域本部とコミュニティスクールに関しての話です。学校支援地域本部では促進策について是非積極的にやってもらいたいというご意見でしたが、それとコミュニティスクールとの関係に関して、何点かのご質問をされています。
　教育委員会としては、今までは、地域支援本部を各学校にきちんと立ち上げることによって、地域の方々を含めて学校応援団の意識を醸成していくことで、将来的には、コミュニティスクールと目的が同じですので、コミュニティスクールに変わっていくという考え方をしていたのですけれども、そこまで今回は、実は答えていないのです。
　当面は、地域支援本部をしっかり拡大することによって、学校の応援団をしっかりしていきますということで、本当にそれがもっとしっかりできてきた段階で初めてコミュニティスクールに関しては考えていった方がいいのかということで答えしています。
　それから、発達障がい児の支援について、巡回指導の巡回回数をもっと増やすべきであるということですとか、各校に特別教育支援員の配置をするべきであるといったご質問がございました。

　それから、飛びまして、１２ページの生活者ネットの五十嵐やす子議員。新人議員でございます。今回の防災・災害対策について、かなり厳しく質問をいただいています。

　１つは、小中学校の耐震の取り組みはどうなのかというご質問がございまして、そこに書いてありますように、耐震化については、「いたばしＮｏ．１プラン」に基づいて計画前倒しで実施しているところですけれども、もうほとんどが終了していまして、今年度、小学校で校舎３校、中学校で校舎３校と体育館１校で耐震化が終了しまして、残るところは改築予定校だけという状況になっているというお話をしました。

　その改築予定校についても、各校ともに仮校舎への移転が終わっているか、もしくはＳＲＦ工法という、柱に鉄板を巻きつける工法でいったん耐震補強工事はしていますので、そういうご心配のような耐震性は確保されておりますということでお答えをしました。

　それから、大震災後の小中学校の被害状況についてご質問がありました。教育委員会と施設管理担当部で全部現場を確認して把握を行いまして、一部破損は見られましたけれども、大きなものはなく、その破損についても必要なところから現在直している状況があります。
　それから、最後に、雨の日の外での学校活動はやめさせるべきであるという、かなりきついお話があったのですけれども、現在の色々なところのデータの状況からいうと、中止をするような危険な状況ではないです。

　ただ、保護者の不安があるということは事実ですので、その辺の解消に努めていきたいと思っていまして、現在は雨天時に屋外での雨に濡れながらの活動は控えるようにということで学校を指導しておりますということでお答えいたしました。

　定例会の一般質問については、以上です。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。
谷田委員　　幾つか。１つは、世田谷区の「日本語」の件ですけれども、板橋は読書にすごく力を入れるということで、そのスタンスでいいのではないかと私も思っております。
　それから、自転車の話がありましたけれども、個人的には、子供もそうですけれども、大人も教育してなくてはいけないなというのがあって、何か考えるとするなら、ただ子供に伝えるだけではなくて、子供を通じて保護者とか、お父さん、お母さんとか、そういった意識が、もし教育委員会として取り組むのであれば、少し必要ではないかなと思います。
　あとは、「あいキッズ」は大分積み重ねというか、色んないい事例も出てきているので、そのあたりを適切に皆さんに伝えていけば認知度も上がって、利用される方も増えてくるのではないかなと思います。

　以上です。

本山委員　　五十嵐議員の雨天時の活動ですけれども、区内で雨天時に活動があったのですか。
指導室長　　はい。

本山委員　　どういう状況だったのですか。
指導室長　　中学校の部活動で、例えばサッカーというのは、ふだんでも雨の中でやっておりますので、そういった部分ということでのご指摘がございました。

本山委員　　そうですか。雨の日、雨に濡れながらというのは、やめといた方がいいと思います。今後、プールのときに、今までは雨でも気温が確保されればプール指導があったと思うのですけれども、今年は、雨のときにプール指導はなさいませんか。
指導室長　　原則、雨の日には屋外での活動は控えるようにということでございますから、基本的には、その線で進めてまいりたいと思います。

本山委員　　是非、そのようにお願いしたいと思います

今井委員　　１点。板橋区独自で教員採用みたいな質問があるのですが、区でやって色々困ったというところも出てきていることですし、今、すごく採用していて、今の５年生あたりまで団塊の世代のエコー効果のすごく長いのが終わって、４年生からまたがくんと２割近くも人数が下がってしまっている中で、東日本大震災ですから。全然あわてなくていいのかなと思います。例えば３５人学級にしろ、３０人学級にしろ、今あわてると損だなという気がします。

　東京が遅いにしても、各地が３０人学級とかが進んでいると、東京はどうしても対応をとるでしょうから、そういう意味で焦ってはいけないという気がいたします。

委　員　長　　私も、大震災の後、既に下校されているお子さんの場合には、学校が安否確認をしなければいけないとか、色々あるかとは思うのですけれども、今回のように電話が通じなくなってくるとすると、電話連絡網ではなくて、直接安否確認できるような連絡網を用意しておかないと、何かあったときに非常にきついのではないかなという気がいたしました。

　以前、私の子供がまだ学校に行っているころは、先生が家庭訪問するときに、前のお宅の子供が、すぐ次の家に連絡に行ったりとか、そういう形でつながっていたりしておりましたので、そういう、じかに連絡できるような連絡体制をあらかじめつくっておくことも必要ではないかという気がいたしました。
　それと、もう１つは、特色ある学校づくりは非常に結構ですし、お金がかからなければどんどんやるべきだし、むしろ予算をとってでもやった方がいいと思うのですけれども、その反面、今度は学校間の格差ができるというクレームが出てきたりするので、その辺との兼ね合いが非常に難しいかなという気がいたしました。
　あとは、コミュニティスクールについては、田中議員の言っているコミュニティスクールがどういうものを目指しているかというのが、いまいちはっきり分かっていないという部分がありまして、田中議員のチラシを見ても余りはっきりは書いてないので、学校地域本部とどこが違うかという部分、どの部分をどうしたいかというあたりが分からないというのはありますけれども、何となく「コミュニティスクール」という名前だけにこだわってやるのだったら余り意味はないかなという気がいたしております。

　とりあえず、そんなところですが、ほかにございますでしょうか。

　よろしければ、次に移らせていただきます。

○報告事項

２．文教児童委員会次第（２３．６．１５）　　　　　　　　　（資料）（次長）

委　員　長　　報告２「文教児童委員会次第（２３．６．１５）」について、次長から報告願います。
次長　　それでは、私から文教児童委員会運営次第についてご報告を申し上げます。

　報告事項につきましては、すべて既に教育委員会に報告済みのものでございます。

　一番最初が「一般会計予算事故繰越しに係る繰越計算書」ということでございまして、前回ご報告申し上げた志村坂下小学校の大規模改修の件でございます。

　質問の中では、遅れの内容はどの辺が遅れているのかとか、その原因は何かとか、ここ以外に遅れはないのかというようなご質問がございました。

　これらに対しましては、その内容のご説明と、ほかについては、調整をして努力をした結果、ほかに遅れは出ておりませんという答弁をしております。

　それから、その次はずっと子ども家庭部が続きまして、私どもでは「教育委員会の動き」というのが５番目でございまして、平成２３年２月１０日から５月２７日までの教育委員会の状況についてご報告をしております。

　出ました質問は、３人の委員の方から震災関連が出ております。

　この教育委員会の中で話し合われた中で、例えば、区立学校における放射性物質への対応ということで通知を保護者あてに出しましたけれども、その辺の話し合いの内容とか、それから、ちょうど赤塚小学校で放射線測定をやるということになっておりましたので、そのことについて、結果は出ているのかという話でしたけれども、このときはまだ出ておりませんでしたので、間もなく出ますというようなお話をしています。

　それから、震災当日に校外行事をやったところがございましたので、その話をお聞きになっていたのかもしれませんが、その状況と対応、それから今後そういうことがあった場合にはどうするのかということを言われておりました。

　保護者との連絡がなかなか取れなかったということもあって、その辺は、この後、陳情も出てくるのですけれども、今後、検討したいということでお答えしています。

　それから、１つ出ておりましたのが、避難所開設と、それに伴う指揮命令系統ということで、現在、学校長が避難所長になっているけれども、それでいいのかというご指摘が出ておりました。ちょうど、防災のマニュアルから、計画から、今回の震災を受けて、区としても練り直すということですので、その中で十分に考えていきたいと答弁しております。

　そのほかにも、教育支援センターですとか、ちょうどこの期間の教育委員会で話し合われました滞納給食費の問題とかが質問に出ておりました。
　続きまして、６番は、「小・中学校の学級編制状況」ということでございまして、３５人学級についてのご質問がございまして、実態、学級増をしたところはどこなのかとか、そういうご質問が出ていました。

　それから、これに絡めてですが、１年生で入学が極端に少ない学校があったということを聞いているけれども、というご質問がございまして、それから、特に適正規模・適正配置審議会委員をこれまでやっていらっしゃった議員からの質問では、学校選択制を今後どうするのか、選択制を廃止する考えはあるのかというご質問がございました。

　これは審議会の中で、小学校については近隣しか選択できないと改正していますので、その一定の改正を終えているということで、その状況を見てという答弁をしています。

　それから、適正規模の審議会の答申の方向性と時期ということですが、色々な意見があるというところでは、慎重にというか、丁寧にやってほしいというご要望がございました。これは当然のことだと思います。

　そのほかにも、特別支援学級が地域的に偏在していないのかというご質問もございました。今後は、その辺も見ながら進めていきますという答弁をしております。

　続いて、７番が、「生涯学習課推進懇談会の検討報告」ということでご報告申し上げまして、「地域が支える板橋の教育」を振興するための方策ということで、ずっと検討を進めてきていただいた報告です。
　この中では、あの報告の中にも出てきていますけれども、学校支援地域本部のことがかなり出てきていますので、その辺の現状はどうなのかとか、学校をどのように選んでいるのか、あるいは地域の意向はどうなのかということのご質問のほかには、学校支援地域本部と地域会議とが連携すべきではないのかというお話ですとか、それから、教育支援センターの中で、学校支援地域本部のコーディネーターの育成を行うなど、連携活動を行うべきだということで、これは当然やっていきたいというお話をしています。

　それから、教員の地域行事への参加というご指摘がございまして、地域が土日に子供たちを対象に事業をやっても、管理職以外の教員の参加が少ない、ほとんどないということで、職務命令で出せないかというお話があって、それは無理だということ。ただ、なるべく参加を促すような方策を考えていきたいという答弁をしております。

　それから、８番目が、「板橋区青少年問題協議会答申の報告」ということで、これも「地域が支える中高生の健全な育ちと自立への方策」というテーマのもとに検討してきて、答申をいただいたということになっております。

　色々と質問が出ておりましたけれども、１つは、「あいキッズ」がこれだけ進んできている。平成２７年度には全小学校で「あいキッズ」をやるということの中で、児童館のあり方について、どうなのだと。特に児童館の午後のあり方というご指摘が出まして、中高生対象ということでやれないのかというお話が出ていました。

　ここの部分の答弁は教育委員会ではなくて、子ども家庭部の所管になってしまうのですけれども、子ども家庭部としては、今、児童館で午前に乳幼児対象等の事業をやっている。その辺について、一日中というようなことも要望として出ていたりするので、そういうものを踏まえながら検討したいという答弁でした。

　それから、青少年センターの設置というのがこの中で答申されておりましたけれども、これを魅力的なものにしてもらいたい、でなければ、意味がないというご指摘がありました。そのとおりだと思っているところです。

　続きまして、９番の「小中学校施設における耐震補強工事及び改築工事」、それから、合わせて１０番の「板橋区改築三校調整会議報告書」というのは一括でご説明させていただきました。

　これにつきましては、１つは赤塚第二中学校の改築に絡めまして、雨水対策、校庭貯留が、お二人の議員の方から出ています。お一人からは、雨水対策というのは地域の悲願なので、きちんと規模について水害が起こらないようにやってもらいたいという要望も出ております。この辺では数値を示して答弁させていただいておりますが、なお、営繕課と調整したいと考えております。

　それから、教科センター方式を改築３校でやるということで、あるいは中学校の２校でやるということで、この教科センター方式についてお二人の議員から、その具体的なイメージというのがどのようなものになるのかということですとか、メリット、デメリットこの辺を教えてほしいというご質問をいただきました。
　それから、地域の意見・要望ですとか、教職員の意見等も聞いてもらいたいというお話です。

　それと、異色のお話では、校舎の改築で設置されるプールについて、今回は無理だとしても、今後、屋内温水プールができないのか。コストもかかるということから、これを何校かで共用することによって、年間使用はできないのかというご提案もいただきました。
　１つのアイデアだと思うのですけれども、時期をどう調整するのかとか、共同使用ということになると移動させなくてはいけないという、そういう移動時間等もある、それと経費の問題というようなことで、将来的な課題にさせてもらいたいということで答弁しています。
　それから、お一人の議員からは、耐震補強をやる学校、前野小学校、向原中学校ですけれども、これによってＩＳ値はどう改善されるのかというご質問であります。それと、耐震補強だからＩＳ値が改善されるとしても、コンクリート強度自体は改善されないのではないかというご指摘です。

　その場での答弁もあったのですけれども、さらに資料要求ということで、コンクリート強度について、耐震補強でどのような効果があるのかというのを資料としてくれということ、それから改築校、板橋第一小学校と赤塚第二中学校のＩＳ値、それからコンクリート強度はどうなのかというのも資料で要求をされています。

　それから、太陽光発電も何度も出ているようですが、これは改築校で１０キロワットにした理由ということで質問が出ていました。
　これも、繰り返し一般質問等でも答弁していると思いますが、東京都の緑化条例で一定割合の屋上緑化をしなくてはいけないですとか、太陽光発電自体のスペース、それ自体ではなくて、それを支える装置ですとか、そういう関係で１０キロワットとしたという答弁をしているものです。

　それから、１１番目が、「放課後対策事業「あいキッズ」の実施状況」ということで、状況を公表しております。

　この辺での質問は、平成２７年度に全校実施だけれども、その辺で、年度別の学校名はどこまで公表されているのかというご質問が出まして、平成２５年度までということで答弁しています。

　それから、この後に、あいキッズと学童クラブが絡んだ陳情が出ていますので、それに絡んでのご質問だと思いますが、「あいキッズ」の職員配置基準と実際の配置状況というご質問が、お二人から出ています。

　そして、１２番が、「文教児童委員会の補正予算概要」でございます。
　私どもは、前にご報告したとおり、校外学習に行くときの貸出用無線機、それ１本しか出ていないのですが、それについてのご質問が出まして、１つはどんな形で利用するのかということで、この辺は基本的な形を説明しました。学務に置いてとか、学校に貸し出してというご説明をしました。
　そのご説明をした後、貸出用は６台になるわけですけれども、それで足りるのかというご質問が出まして、様子を見ながら、必要があれば買い足していきたいという答弁をさせていただきました。

　「所管事務概要」については、特段のご質問がなければということで、少しは出たのですけれども、これは割愛させていただきます。
　議題の方に入りまして、陳情が３本出ています。

　１本目が「坂下けやき台学童クラブの存続を求める陳情」ということで、これは子ども家庭部に対して出ているのですが、「あいキッズ」との絡みで教育委員会も関係があるということでございます。

　今、志村第六小学校と坂下小学校、それから特別支援学校の子がその学童クラブを利用しているのですけれども、志村第六小学校が「あいキッズ」になったのですけれども、そちらに入っていらっしゃる方が９名いらっしゃるのです。今度、坂下小学校も「あいキッズ」になるということで、板橋区としては、この学童クラブを廃止しますという方針を出したのですが、それに対しまして、存続をしてほしいという陳情が出たわけです。

　定員数に対して非常に人数が少ないので、ある意味でゆったりと使えているというところもあってということと、志村第六小学校の「あいキッズ」の人数が１００名を超えていますので、だから無理という話ではないのですけれども、その辺から出てきているのかなと思います。質疑のやりとりが幾つかございましたけれども、結果としては継続審査ということになりました。

　その質疑の中の流れは、きちんと保護者に説明がいっているのかというところです。ちゃんと説明してほしいというようなところで、継続。

　自民党、５－３になっていますけれども、１つの会派が不採択、平成２７年度に全校やるのだからと不採択を主張されましたけれども、大方のほかの会派の方々は継続審査ということで継続審査に決まりました。
　続きましては、陳情第１６号「板橋の防災・災害対策に関する陳情」ということです。これは色んな項目が出ていましたけれども、子ども家庭部と教育委員会に関係するものが、連絡体制確立の件ということで、今回のような非常時・災害時のメール等による連絡体制を確立してくださいという陳情でございます。

　それぞれ、子ども家庭部と私どもでご説明をした上で、ご質問が出されましたけれども、質問の中では、現状、メールとか緊急連絡体制はどうなっているのかというようなものがございました。

　学校については、個人情報保護審議会も通っていてメールアドレスの収集は可能ということですが、保育園側は、それはまだできていないということです。

　それから、緊急連絡体制も、いわゆる継送電話が学校にあるということですが、ただ、電話は今回使えないということ。ただ、今すぐメールを緊急連絡体制にするというところでは、メールアドレスを持っていない、あるいは、そういう機器を持っていない方がいらっしゃる中でどうするのかとか、あるいは、恐らく今回の震災を受けて、色々な機関が、板橋だけにしても３万人の学童生徒がいるので、これを全部やったら恐らくメールもパンクするだろうし、今の私どものメールサーバーではできないというところなので、今後検討していきたい。

　恐らく、単一のものだけではなくて、これがだめならこれ、あれがだめならこれ、という複線で用意しなければならないだろうとは思いますけれども、これについては区の防災マニュアル等々を本格的に見直す中で、一緒になって検討していく必要があるだろうと思っています。

　結果としまして継続審査ということになりましたけれども、１つの会派は採択というのを主張しておりました。

　それから、最後が、「放射能から子供たちを守るための対策を求める陳情」ということで、情報提供の件ということですけれども、きちんと情報を提供してほしいということです。これも、質問の中では、例えば給食の話が出まして、現状はどうだということで、お弁当を持ってきたいという方には認めているというお話も出ましたところ、給食を選択制にできないのかという話と、給食を全員実施する必要があるのかというところでは選択制というのは非常に難しい。

　給食は食事の提供というだけではなくて、教育の一環として行っているという答弁をさせていただいたわけで、それでも、もし、どうしてもという方については、その辺をご説明した上で、やむを得ない場合は弁当持参という答弁をしています。

　あとは、インターネットを含めた、いじめ等、こちらに避難してきた方についてはどうかということですが、これも再三、指導室からお話ししていますが、学校の場合は注意深く見守っていて、今現在はそういう事態は発生していないということを申し上げましたが、インターネット、学校裏サイト等もあるというところで、これも都からそのような連絡がきていないということですが、今後とも、都とも連携しながら十分注意していきたいとしています。

　それから、原子力の問題に対して板橋区がきちんと決意表明すべきというような、あるいは都や国から言われたものだけではなくて、板橋独自の方針を立てて、政策なり色んなことをすべきというお話が出ました。

　それから、この翌日、企画総務委員会で補正の審議があったのですけれども、それは私も補正を出している関係で出ましたけれども、そこでも、ある会派の議員の方から同様の質問が出まして、特に国が安全だと言っているけれども信用できるのか。そういうことではなくて、板橋できちんと対応できないのかという質問がございまして、申し上げたのが、まず、保護者からも色んなご意見をいただいているということと、それから、マスコミを見れば色んな方が色んなご意見を言っているけれども、我々としては意見と事実というのをきちんと分けて考えたい。

　この場合、事実というのは、各機関が計測、発表した数字が一番の絶対的な事実というところでは、それに従ってきちんと方針を立てていきたいというお話をしています。

　ただ、区独自の計測をいたしますので、これについては、安全という意味では、これに重点を置いているのではなく、ご安心をしていただきたいということからやらせていただくという答弁をさせていただいております。

　文教児童委員会については、以上でございます。
委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

　今のお話の中で、避難所の指揮命令系統の中で、校長が避難所の所長でいいかどうかというお話がございましたけれども、実は、私も成増小学校の防災連絡員をずっとやっておりまして、校長先生が所長をやるのはきついというのをかねがね思っておりました。
　大体、校長先生は児童を守るのがメインになってしまいますから、なかなか避難所の方まで面倒を見ろというのはきつい。あくまでも、学校施設の管理の責任者としての校長先生はいるのですけれども、避難所のソフト面を含めた方の責任者はやっぱり別の方の方がやりやすいのではないかという気はかねがねしておりました。

次長　　教育委員会事務局の方も同じ問題意識を持っていまして、今回、区で全面的に書き直しますので、その辺では、我々の意見を言っていきたいと思います。

委　員　長　　あとは、教員が地域の行事へも参加してほしいというご意見があって、確かに子供たちは先生が来てくれると非常に喜ぶのですけれども、逆に言うと、青健の行事なんかは学校とは別のところでやるということで、先生がいない方がいいというと怒られますけれども、先生がいないところでも別の指導の仕方をするということでやっている面もあるので、そういったところに先生がまた来ていただくと、何か学校と同じような行事になってしまうかなというのもあるのではないかという気もいたしましたので、色々、行事によって違ってくるかなという気はいたします。

本山委員　　今のお話ですけれども、とても難しいところで、業務命令は違う話ですけれども、でも、学校の校長先生とか普通の担任の先生とかが、地域行事に関して前向きというか、積極的だと、確かに子供たちは地域行事に参加していきます。
　　　　　中学校は部活の先生が一言「出ろ」みたいな話をしてくださると、子供たちが地域行事に出ていくような実態があります。ですから、先生方に、地域行事に子供たちが参加していくことの意味みたいなものを分かっていただくのは、すごく大切なことだと思います。
指導室長　　そういった保護者、地域の願いというのは伝えることはできても、最終的に、それに出るか出ないかというのは教員の意思、あるいは学校の雰囲気というのもあると思います。

　ただ今、委員がおっしゃったように、それぞれの地域の行事やＰＴＡの活動については、教員の方から子供たちに伝えていくというところはあっても、教員が出ないのは悪みたいな、そういう見方をされるのは非常に厳しい状況だと思います。
本山委員　　そうですね。

指導室長　　やっぱり、教員にもそれぞれ生活スタイルがあるし、本当にそれ以上求められると、本当に教員は休む間がない。自分の仕事も、教材研究を含めた授業もやりたい、それから自分も生活もある、さらに、そこにまた休みの日まで関わるというのは非常に厳しさがあるかなというところもご配慮いただきたいと思います。

今井委員　　「なるべく出るように」という回答はすばらしいですね。

本山委員　　管理職の先生方は、とてもよく出ていらっしゃるんですけれども、本当にお気の毒になるようですものでね。なかなか難しいですけれども。

委　員　長　　あとは、太陽光発電の１０キロワットのところで、あくまでも学校の太陽光発電は環境教育のためなので、節電というか、買電の部分を少なくしようとするためにやっているのではないということなので。小電力でしかないという部分が、多分、従来からあったのではないかと思います。

　大規模にやるのだったら、本当に体育館の屋根を使ったら、向きとかみんな違うのであるのですけれども、校舎の屋上は結構色々置いたり、学校名を書いたりとかしているのでスペースがないのですけれども、体育館の屋根は結構空いていますから。ただ、重さがかかってきますけれども、うまく使えば。本当に電気を起こそうと思ったら、そんなところしかないかなという気がいたします。

今井委員　　１０キロは４０ワットを２５０本分、結構それなりにあるんですね。
委　員　長　　よろしいでしょうか。
○報告事項

３．板橋区子ども安全ボランティア功労者感謝状贈呈要綱について
（資料地－１）（学校地域連携担当課）

委　員　長　　では、報告に移ります。「板橋区子ども安全ボランティア功労者感謝状贈呈要綱について」、学校地域連携担当課長から説明してください。
学校地域連携担当課長　　それでは、資料地－１「板橋区子ども安全ボランティア功労者感謝状贈呈要綱の制定及び感謝状贈呈について」をご覧ください。

　要綱制定の経緯でございますが、板橋区では、地域との連携、地域区民の協力によります子供の安全対策としまして、いたばし子ども見守り隊及びスクールガードの制度を平成１８年に発足しまして、多くの地域のボランティアの皆様のご協力のもと、子供が被害者となる犯罪防止に大きな成果を上げるとともに、子供の健やかな成長に大きく寄与してまいりました。
　平成２３年６月現在、活動いただいておりますスクールガードは４２２名、子ども見守り隊は３，６９４名いらっしゃいます。

　教育委員会では、平成１８年の制度発足から５年が経過しましたことから、子ども安全ボランティアとしまして長年積極的に活動されている方を対象に感謝状を贈呈させていただき、感謝の意を表することとしました。

　このため、平成２３年５月２４日付で、教育長決定によりまして、板橋区子ども安全ボランティア功労者感謝状贈呈要綱を定めたものでございます。

　この対象者は、まず１番としまして、スクールガード協力員として５年以上にわたって活動し、児童・生徒の安全に功労があった方。２番目として、いたばし子ども見守り隊協力員。３番目として、その他学校の児童・生徒の見守り活動を自主的かつ継続的に行っていただいている方ということを対象者にしてございます。
　それから、被贈呈者の選考方法でございますが、学校長からの推薦に基づき、教育長が内容を審査し決定いたします。

　贈呈方法でございますが、原則として学校長を通じて贈呈するものといたします。

　続きまして、平成２３年度、今年度の実施事務でございますけれども、実は昨年度、各学校に対象になり得る方を事前に調査していただきました。

　それは、今年度に必要な予算措置をいただくためにやったものでございます。その結果に基づきまして、今年度は、５年以上にわたってスクールガードの活動をされ、功績のあった方を対象に表彰させていただきます。おおむね２００人を予定してございます。推薦書を７月末までに取りまとめる方法を使いまして、８月中旬までに被贈呈者を決定する予定でございます。

　表彰としましては、感謝状と額縁、記念品、２，０００円程度の板橋区内共通商品券を予定しております。

　実際の表彰式は、各学校におきまして、何かの折に、全校児童の前で校長先生から直接スクールガードの表彰者の方にお渡しいただくようお願いしてございます。各学校で、１０月上旬以降、順次、表彰の実施をしていく予定でございます。

　以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　特にこれについて、どうこうはないのですけれども、こうやって表彰することもとても大事ですけれども、日々、あいさつをしたりとか「いつもありがとうございます」とかそんなようなことも、子供もそうですし保護者もそうですし、先生たちもそうですし、声をかけることが大事なので、学校長が学校の全校の児童の前でこういうことをされるのであれば、またそんなことも含めて伝えていただけるといいのではないかと思います。
学校地域連携担当課長　　現在でも、例えばスクールガードの方に学校へ来ていただいて、何かの折には校長先生が「この方がスクールガードの人ですよ」ということを児童の前で紹介したり、スクールガードの方に全校生徒の前で何かお礼の手紙を紹介するといったことをとっている学校もあるみたいですので、そういったことが全校に周知できますように、また、そういった今谷田委員がおっしゃることを含めまして、お願いしていきたいと思います。

委　員　長　　今年度はスクールガードのみということで、来年度は、例えば見守り隊をやるという形で毎年続けていくという。
学校地域連携担当課長　　来年度はもうスクールガードはほとんど対象者がいなくなってしまうと思うのですが、子ども見守り隊の場合は、できるときにできる範囲ということで、はっきり言って表彰の基準が難しいので、そこを検討させていただいて、来年度は子ども見守り隊協力員、また、それ以外でも恐らく個人として一生懸命やっていらっしゃる区民の方もいらっしゃると思いますので、そういった方も、何らかの明確な基準をつくりまして表彰できるようなことを考えていきたいと思ってございます。

委　員　長　　では、よろしくお願いいたします。

○報告事項

４．平成２３年度板橋区読書感想文コンクール事業概要
（資料図―１）（中央図書館）

委　員　長　　では、報告４「平成２３年度板橋区読書感想文コンクール事業概要」について、中央図書館長から説明願います。

中央図書館長　　資料図―１でございます。

　今年度も小中学生の読書感想文コンクールを実施する運びとなっております。
　内容につきましては、例年と特段の変更はございません。

　この事業の趣旨でございますが、資料に記載のとおりでございます。

　主催は、区と教育会、区立中学校教育研究会ということになっております。

　感想文の募集でございますが、学校単位でそれぞれ募集しまして、審査は、小学校の方は教育会学校図書館研究部、中学校の方は中学校教育研究会国語科研究部で審査を行いまして、入賞作品を決定しております。

　中央図書館は、表彰式の開催と、それから入賞作品の文集の編集・作成を担当しております。

　それから、賞につきましては、特選、入選、佳作と３種類ございます。人数の内訳はご覧のとおりでございます。

　それから、特選の２８名の児童・生徒につきましては、区長から表彰状等を授与することになってございます。

　入選と佳作につきましては、各学校にて表彰を行うことになっております。

　それから、コンクールで特選を受賞した作品につきましては、東京都の読書感想文コンクールに出品するということになっておりまして、さらにそこで入賞しますと全国コンクールに出品するということでございます。

　ちなみに、昨年は、たしか板橋区の３作品が全国コンクールで受賞していたと記憶しております。

　裏面ですが、スケジュールでございます。

　７月に各小中学校にて作品の募集を開始いたします。９月いっぱいまで募集していまして、夏休みの期間を利用して本を読んで感想文を書くということかと思っております。

　それから、審査会は、昨年の例ですと１０月に行っております。

　特選受賞者の表彰式につきましては１２月３日、文化会館大会議室で予定しております。表彰式の次第につきましては、ご覧のとおりでございます。
　以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

谷田委員　　これは聞いた話ですけれども、震災以降はボードゲームがすごく売れるようになっているということ。ボードゲームというのは、人生ゲームとか、家族皆でやるゲームというのが売れるようになっているということで、要は、家族のつながりとか絆みたいなものを意識している家庭が増えているように聞いているのです。
　こういう感想文も、子供だけではなくて、例えば兄弟で同じ本を読むとか、親子で同じ本を読むとか、コンクールに文章を出さなくてもいいと思うのですが、要は、家族で同じ本を読んだりとかそんなことも大事かなと思うのです。

　特に、ボードゲームの話を聞いたときに、何かもう少し教育の中でもそういう家族の絆を深めるようなことは考えられないかと思っていたので、そんなことも含めて、こういうものを上手く使えるといいのかなと思いました。

　以上です。

中央図書館長　　家庭読書の日を毎月２３日に定めていまして、例えば図書館で、親子で読むお奨めの本ですとか、親も本を読んで、その本の話を子供とするといった働きかけの取り組みはやっておりますので、この感想文についても、そういった部分とリンクしてできればいいかもしれません。そういった取り組みもございます。
委　員　長　　毎回、感想文の入選作品を読ませていただいたりしているのですけれども、結構、本の中のお話と、そこに家族を絡めた話にして感想文を書いている方が結構多くて、そういった内容だと結構読み応えが出てくる。結局、家族を気にしながら書いておられるのだなというのがよく分かります。

教育長　　昨年度の実績で、１編も応募がなかったという小中学校はありましたか。
中央図書館長　　申しわけございません。今その資料が手元にないのですが。

教育長　　読書活動を区として推奨しているので、その辺の取り組みを各学校で強めてほしいという働きかけを是非強めてほしいと思っています。

　それと、教育科学館の発明展は、私立小中学校にも出してもらえるような状況になっているので、できれば、こういうものも私立小中学校に呼びかけをして出せるような状況にしておいていただければありがたいと思いますけれども。

中央図書館長　　分かりました。中央図書館も、共催の形をとっております。検討させていただきたいと思います。
委　員　長　　学校によって、読書感想文に力を入れている学校とか、発明に入れている学校とか、選挙ポスターで非常にたくさん出してくる学校とか、それぞれ色々特徴はあるのです。
今井委員　　実際、子供たちにとって夏の宿題は忙しいですよね。これはすごいですね。
中央図書館長　　傾向として、昨今、感想文を書かせることが読書嫌いを生むというものもあって、指導者によっては、かえって感想文を書かせないというものもあるのです。まるっきり否定してしまうようなことですが。でも、逆に、こういった企画も必要な部分もあるなというところ、情報ですみません。

委　員　長　　ただ、読書感想文の対策の本が売っているじゃないですか。既に例題が書いて、間が抜けているのです。ここに、本の主題を入れていけばいいというような、以前、そんな本も売っていました。今年は分かりませんけれども。

教育長　　言語活動を学校で強めようというときに、今は本を読んで、読みっ放しにしないで、それを少しでもいいから自分でかみ砕いて自由に表現するというのはすごく大切なことだと思うのです。

　それを全員に強制してしまうと、多分、今言ったみたいな、そういう・・・宿題を消化すればいいというだけの子が出てきてしまうのかなと思います。なるべく、すばらしいものではなくてもいいから、何か感想を文字に書くという、表現するというような習慣をつけさせたいなとは思うのですけれども。

委　員　長　　そういうことでございますので、よろしくお願いしておきます。
○報告事項

５．区立学校における夏期の節電対策について　　　　（資料庶－１）（庶務課）
委　員　長　　それでは、報告５「区立学校における夏期の節電対策について」、庶務課長から説明願います。
庶務課長　　今年の夏の電力需要の影響に対して、国では、企業や家庭に１５％の需要抑制を掲げて取り組みを求めているところでございますけれども、区立の施設の消費電力の約３分の１を学校が占めているという状況もありまして、学校においても節電対策が求められているところでした。
　こういった統一的な考え方をまとめて、今年、学校における節電対策に取り組むことといたしましたので、ご報告をさせていただきます。
　まず、１の節電目標ですけれども、基本的に国が考えているものと同じです。

　電力需要のピーク期間・時間帯を中心に１５％抑制をするといったものでございます。このピーク期間というのは７月から９月までの期間の平日、時間帯は朝の９時から夕方の８時までということを考えております。

　詳細は、国の言い方は使用最大電力の１５％以上の抑制ということがありますので、厳密に言うと、ちょっと違うかもしれませんけれども、このピーク時間帯に１５％の抑制を図っていけば、結果的には使用最大電力の１５％以上の節電がなされることにつながると思っておりまして、こういうふうに考えたところでございます。

　具体的な節電の対策ですけれども、この（１）（２）については、全ての学校で取り組むというものにしております。

　まず、基本的な取り組みですけれども、照明と空調機の利用の抑制ということを掲げました。
　これは、就学日における電力消費割合の高いのが照明と空調機であるといったデータもありますので、ここに関して重点的に取り組むこととしております。ただし、ファクスやプリンターの節電モードの設定ですとか、特に業務利用以外で用いているような電気機器の使用抑制についても、合わせて取り組んでいくこととしております。ただし、指導上ですとか、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なものにならないようには注意していきたいと考えています。

　まず、①ですけれども、照明の消灯ということですけれども、基本的には、この○にある取り組みをしていきたいと考えています。
　普通教室・特別教室の窓側の照明を３分の１消灯する。それから、廊下の照明は３分の２消灯する。それから体育館の照明については、基本的に使わないというのが基本的な考え方です。

　この考え方に至ったのは、次のページの資料１を見ていただきたいと思うのですけれども、国立教育政策研究所が学校の節電に関するシミュレーションというのを行っています。
　これをさらにめくっていただいて、２ページ目をご覧ください。

　真ん中辺に「学校における用途別電力使用実態（夏期）」というのがありますけれども、当区の場合は既に普通教室に冷房が入っていますので、この円グラフの右側が相当するということになります。
　学校における電気の使用に関しては照明で約７割、空調で約２割、それ以外が約１０％ということになっておりまして、学校では電力の大半が照明に使われていて、節電では照明の節電が効果的であるとされております。

　その中で、次に２番目の節電項目別の削減効果という試算されておりまして、廊下の照明を完全に消灯するですとか、それからトイレの照明を完全消灯するとか、普通教室の窓側の照明を３分の１消灯する、特別教室の窓側の照明を３分の１消灯するという形で取り組めば何％ぐらいの電力の削減につながるといったように書かれております。

　後にも書かれておりますけれども、学校の構造上、結構窓が広くて、天気がよければ窓側の１列消灯したとしても照度的には問題がないということが謳われておりますので、そこを採用して、今回、窓側の照明の１列を消灯する。

　それから廊下についても、廊下に窓があれば基本的な明るさは確保されていますけれども、色んな状況もありますので３分の２を消灯する。

　体育館についても、天候等で暗い場合は別として、基本的には日中の時間帯ですので、すべて電気を使わずに活動を行うといったことを確認したものでございます。
　次のページの留意点のところにもありますけれども、そこの丸の一番上のところに、先ほど申したとおり、校舎は他の建築物よりも窓が大きく設計されているため、雨天ですとか曇りの日、夕方以外は教室の照明は部分的に消しても、基準とされている下限値３００ルクスですとか、望ましいとされている５００ルクス以上を確保できるとされています。

　ですけれども、一番最後の項目になりますけれども、電力使用量はその日の天候や気温等よって変動するので余裕を見込んでおく必要があるということで、１５％と決めていましても、ぎりぎり１５％でやるというわけではなくて、少し多目に余裕を持って取り組もうという考えでございます。

　以下が参考でありますけれども、簡単に要約すると、文章で書かれている一番下です、学校の場合は月別では７月、時間別では１２時から１３時が電力使用のピークであるというように表されています。

　それから、次のページで、照明を部分的に消灯した場合の照度実測値を表しておりまして、窓が大きいので、窓側を一部消したとしても、５００ルクスが望ましいとされている照度の確保というものは十分できるとされているという結果が述べられているところでございます。

　もう一度、一番最初のページに戻っていただいて、これを参考にして、今、照明の消灯ということで取り組もうとしたものでございます。
　当然、色々、天候等、それから学校の構造で、そのとおりにいかない場合もありますので、それは各学校の方でしっかりと検討した上で対応していただきたいと思っております。

　それから、②冷房の設定ですけれども、冷房は室温が２８度を下回らないように使用する。これをしっかり徹底していきたいと考えております。

　それから、③番目、夏休み期間中の執務場所の指定ということですけれども、夏休み期間中は、教職員の執務場所を職員室や事務室等に限定して、照明や空調機の利用の場所を最小限にしていくといったことにも取り組みたいと思っております。
　それから、（２）でございます。学校施設開放の一部休止でございまして、区内の全小中学校を５つのグループに分けて、グループごとに１週間単位の輪番制で、平日の施設開放を休止するというものでございます。

　これは、資料２をご覧ください。

　これのさらに裏側を見ていただくとイメージがわくと思うのですけれども、裏側のページの一番下段がグループ編成に別れていて、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅとあります。区内の小中学校をおおむね１５校程度に分けて、このＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、５つのグループに分けています。

　それで、上のカレンダーのところですけれども７月から９月の間、７月の第１週についてはＡグループの平日の施設開放を休止するという考え方です。２週についてはＢグループの平日の施設開放は中止するといったような形で、輪番で施設開放を中止するといった取り組みを行いたいというふうに出ております。
　また、資料２の表面に戻っていただきたいと思いますけれども、基本方針として掲げていますけれども、徹底した節電を行いつつも、スポーツ・文化活動を通じたコミュニティの活性化を図るために、教育に支障のない範囲で可能な限りの学校の施設の開放は行っていきたいと考えております。
　そこで考えたのが今説明をしている方式でございまして、７月から９月の間は、小・中学校全校を５つのグループに分けてグループごとに週間単位の輪番制で開放を休止するといった内容でございます。ただし、土・日・祝日は休止しません。それから、通常どおりの開放についても節電に努めて使用するように利用者には周知を図りたいと思います。

　それから、照明付きの校庭、大谷口小学校ですけれども、そこについては、区の基本方針に基づき夜間開放、照明を使っての活動というものは、引き続き休止していきたいと考えております。

　それを要約したのが、この下の真ん中の表のとおりでございます。

　この方法を選択した理由でございますけれども、おおむね全校の５分の１ずつ休止をしますので、この施設開放という部分に限っては、電気量の約２０％を節電することができるということです。

　それから、学校施設の利用は１週間に１回程度利用している団体が多くて、地域ごとに輪番制で休止した場合に、５週間に１回の割合で利用が休止になるという団体が多くなりますので不満も少ないと考えております。

　それから、１週間ごとに休止曜日を変更すると事務が煩雑になり学校の負担が増えますので、週間での休止といったことで整理させていただいたということでございます。

もう一度、一番最初のページに戻ってください。

　（３）のところです。その他です。以上の内容を各学校は基本的に取り組みますけれども、その他、夏休み期間中、教職員は定時退庁に努める。また、各学校においては３日程度の完全休校日をできる限り設定するということといたしました。完全休校日については、日直の先生を置かないですとか、施設開放もこの日は中止をするといった取り組みでございます。

　その他、学校の状況に応じた個別の節電対策を実施するといたしておりまして、その場合は、なるべく児童生徒を巻き込んだというか、取り込んで事業を実施していくといった内容でございます。

　個別の話を聞いてみると、校長先生が、都の施策にもありますけれども、節電に対して講和をするですとか、中学校においては、生徒の方に節電の取り組みについて生徒の中で考えてもらうといった取り組みを行ってもらっております。

　それから、３番目の節電行動計画の作成ですけれども、これは、学校の場合は、５００キロワット未満の小口需要家というものに位置づけられておりまして、具体的な抑制目標と事業形態に適した自主的な計画を策定してそれを公表するということとされています。

　これを受けまして、今度は資料３の「節電行動計画」フォーマットというのが資源エネルギー庁から出ていますので、これに準じて学校の取り組みを書き込んで、各学校の節電行動計画としているものがございます。

　ここに掲げているのは、今私が説明をした、通常の学校の中の最大公約数的な取り組みについてここに書いてありますけれども、このフォーマットを各学校の方で作成してもらって教育委員会の方に提出してもらう。学校の方でも、学校の見えるところに張り出す等して公表していくといったことで取り組みをしていきたいと考えております。

　各学校の独自の取り組みについては、この節電行動フォーマットの裏面にそれを書き込む欄がありますのでここに書きこんでもらって明らかにした上で、公表していきたいと思っているところでございます。これはすべて、既に校長会の方でこういった取り組みをしてくださいということでお願いをしてありまして、この行動計画については提出してもらうことになっております。

　それから、この節電の取り組みについては、実際には７月から取り組みを始めていきたいと思っております。

　それから、効果ですけれども、電力消費が昨年の同じ時期と比べてどうかということですけれども、５月までのデータが出ておりまして、昨年の５月と今年の５月を比べると、やはり節電の趣旨がしっかり浸透していると感じられておりまして、平均すると、小学校、中学校ともに２２％から２５％の節電がなされております。

　ですから、余りこれ以上、夏だからといって頑張るというだけではなくて、このままの節電のを続けてほしいということで各学校には色々お話をさせていただいたところでございます。

　説明は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

谷田委員　　是非これを当初の機会と捉えて、何か環境教育にささげる活動にしてほしいと思います。
　あとは、個人的には、是非、学校単位で見える化もしてほしいなと思ったり。それこそ、何か、こういうのだったらランキングを発表してしまっても、どれだけ頑張っているかということを出してしまってもいいかなと私は思います。
　例えば、今回は目標が１５％ということですから１５％以上努力した分はそれだけ光熱費が支払として安くなるんですよね、それを各学校に本当は還元できると随分いいなと。
　なかなか予算の割合が違いますからあれですけれども。何か、本当はこういうときにそういうインセンティーブがつけられれば、ちょっと学校でも取り組む姿勢とかも変わってきて、少しゲーム感覚というか、本当にその計画の何がうまくいっているのかとか、うまくいっている学校はなぜうまくいっているんだとか、そういうことにうまくつながるのではないかなと思います。

庶務課長　　確かに電力使用の調整については、各学校にフィードバックをしてどういう状況ですよということを伝えながら取り組んでいただこうと思っています。

　現状でも、電力料金については一括して学務課が支払っているという現状ですので、余り実感的には幾ら払っているということについては学校側には伝わっていないというのが実情ですけれども、電力消費の状況を見れば相当の節電に取り組んでいただいているというのは事実ですので、今年に限ってかもしれませんけれども、状況については逐一フィードバックをしながら取り組んでいっていただきたいなと思っています。

今井委員　　庶務課でつくるという段階ではよく分かるんですが、でも、これは区長とか議会が見て、板橋の子たちにはいっぱい勉強してほしいから２６度でいいよとか、出してはくれてなさそうですね。

　２８度はすごく微妙なので、多分、うちわとか扇風機とか水分の補給というのは絶対必要な温度で、最近、自分でもしゃべりながら時々温度計を見にいって、悔しいことに２８度ピッタリにやられているんですけれども、２８度は結構つらいです。
　だから、自分の部屋は２８度に設定するんだったら、もう止めて開け放って風を入れた方が気持ちいいみたいなところがあるし、それから部屋によって設定と実測温度とに開きが出るという問題とか色々あるので、学校ごとに取り組みをというその方向がやっぱり大事で、それぞれの実情とか工夫、うちわを使っていいよとやるとか、そういう工夫の上乗せをむしろ奨励していくような、「これを守ればいいよ」、あるいは「これを守りなさい」みたいなトーンよりは、工夫の余地みたいなものでやっていただくのがいいのかなという気がして、聞いていました。

委　員　長　　節電行動計画の中で、空調のフィルターを定期的に清掃する、２週間に１度程度の目安とありまして、実際には学校でやるのは難しいことで、役所としては実際にはこういうのを定期的にやるんでしょうか。

学務課長　　リース契約の中ですと、定期補修の関係で、恐らく小まめにはできていないと思うのですけれども、例えば６月とかの運転期間前の事前点検のところで清掃を施したりとかということで、例えば家庭用みたいに簡単に外して掃除機をかければというようなつくりでもありませんので、小まめな清掃というのはなかなか難しい形ではないですか。

委　員　長　　そうですね。定期保守契約をきちんと定めて。

学務課長　　そうですね。その中で、夏前の清掃点検というような。

委　員　長　　そしたら、ここに余り書かない方がいいような気もいたします。

教育長　　できるならいいんですけれども、できないのであれば。

今井委員　　フィルターは天井に、あるんですかね。

委　員　長　　個々に。難しくはないけれども、数が多いから、多分大変だと思います。
本山委員　　電気式とガス式があって、当然ながら、ガス式の場合は冷房を停止しても節電効果はほとんどないという部分があるんですけれども、板橋区の場合は電気式も深夜電力を利用した冷房設備が多いと思いますので、節電はもちろん大切なんですけれども、そういう方式であるので、電気式も深夜電力を利用するものを導入しているんですよね。節電は大切ということなんですけれども。
庶務課長　　結果的には、電気式もガス式も、昼間の電気使用からすると余りたいしたことはないかもしれませんね。
本山委員　　でも、もちろん両方ともＣＯ２には関係してきますので。
委　員　長　　そうなんですよね。今、節電といっているのは、あくまでも、本当は午後２時台の本当のピークカットなんですけれども、何となく全体の電気を減らすという方向で進んでいるので、それはそれでいいんですけれども、本当は本当のピークをカットすればいいだけの話なんですけれども一応全体的な節電という話で進んでいるから、それに反対する気は全くないんですけれども、若干ごまかされているなという感じがしてはいます。

教育長　　今までのライフスタイルを見直してみよう、という意味もかなりあるなと思います。
委　員　長　　そうです。無駄な電気は使わないようにというのが一番の趣旨だと思います。
　では、次に、委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。
新しい学校づくり担当課長　　私の方からお時間をちょうだいいたしまして、実は、第７回、４月６日の教育委員会での発言についてというところで、ちょっと補足訂正をさせていただきたいと思います。

　まず、４月６日、第７回の教育委員会の中で、平成２３年度の教育予算の概要につきましての質疑がございました。
　まず、その経緯でございますけれども、先日、６月２１日に災害対策調査特別委員会が開催されました。教育委員会の各課については、こちらのメンバーではありませんので出席はしておりません。

　その中で、ある委員の方から、４月６日の教育委員会で、新しい学校づくり担当課長の「耐震補強工事というのは、生徒たちが安全に避難できる時間を稼ぐといった発想からやっています」といった発言に対しまして、「時間を稼ぐ」ということについては、いわゆる大地震後の強い余震への安全性が保証できないのではないかということと、学校は避難所に指定されておりますので、生徒たちが逃げるということだけではなくて、住民にとっては逃げ込む避難所でもあるんだといったところでは耐震性が求められるべきではないのかというような発言がございました。
　この中で危機管理室の方からは「当然、時間稼ぎでやっているのではないんですよ」というような答弁があったのですけれども、教育委員会との認識の違いと受けとめられかねない部分もございます。そういった点からも、そのときの「時間を稼ぐ」という表現は適切ではなかったということにつきましては、おわびをしたいと思います。

　当日の委員会での質疑におきましては、新耐震基準においての安全性は確保されているんですということと、いわゆる落下物でしょうか非構造部材への配慮などについても、学校への働きかけなど取り組みをしっかりやっているんですよという意見は述べさせてはいただいております。

　最後に確認をさせていただきますのは、耐震補強工事を施すことによりまして建物の崩壊を防ぐことができます。これによりまして、児童生徒の安全確保はもちろんのことですけれども、避難所として指定されている学校の避難所機能への円滑な移行と、さらには早期の教育活動の再開のためにつながるものであると考えております。

　説明、訂正については以上でございます。

委　員　長　　今の件に関しまして、質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

今井委員　　別に文句を言うわけではないんですけれども、何事も、例えば学校であれば税金を使わせていただいて建てる。考えられ得る震度の倍でも大丈夫だよというようなものが現実問題としてつくれるかというと、その合意というのは、堤防と一緒でつくれないという中で、一応の基準というのがあって、その基準に従えばいいよねという合意のもとで、だけど確率現象としてはどんな震度が起こるか分からないという中で、その基準で持ちこたえればいいんだよという発想と、もう１つは、それ以上が起きたときにもこういう効果があるんだよという、それは冷静に見きわめて判断すべきであって、そこで、では実際にどういう工法の幾らのものを建てるのという結論がきっとあったわけですから、全然、不適切でも何でもないような気がするんですけれども、と言われても困りますよね。「すみません」と言った後に。という感想を持ちましたということですけれども。
教育長　　多分、学校が避難所になるというところで、逃げるだけの時間を稼ぐというのでは不十分ではないかという非常に単純な発想なのだろうと思います。一応、今、新耐震のところで、基準値が通常の公共施設だと０．６でいいんですけれども、学校の場合は０．７という特別の基準が設けられていて、今その０．７をきちんと超えるような改築なり耐震補強をしています。これからもっと大きな地震が起きたときにどうするんだというこれからの課題はありますけれども、現行ではきちんと耐震補強工事は進んでいるというか、ほとんど終わりに近くなっていると考えています。
今井委員　　ちなみに、その議事録の発言者と答弁者は同じ人ですか。
次長　　はい。実はそのやりとりの後に、置いてある物の転倒や何かのことについて、きちんと学校とソフト面だからやっていきますよというのがあったんですが、それは省かれているみたいで。

委　員　長　　特に、天井等の非構造物の落下が一番今まで余り注意を払ってこなかった部分ではないかと思いますので、その辺をさらに。
今井委員　　おっしゃるとおりですね。

新しい学校づくり担当課長　　その辺、点検の手法であるとかというのはまた確認を検討していきたいと思います。

委　員　長　　特に体育館は一番最初に避難所のスペースになるので、住民の方が一番心配しているところだと思います。その辺がしっかりしていると、特にバスケットのゴールが天井につるしてあるところが気分的には一番恐いので。そのくらいのところに気をつけていただければよろしいのではないかと思います。

　ほかにございますでしょうか。

○報告事項

６．図書館指定管理者の補足説明　　　　　　　　　　　　　　　（中央図書館）

中央図書館長　　私の方も前回の報告の補足でございます。

　図書館指定管理者の収支報告を説明させていただきましたけれども、今回、資料も追加でお配りさせていただいております。簡単に補足をさせていただきます。

　３社分の収支報告書がございますが、３社とも同様ですので、丸善株式会社の報告書を例に説明させていただきます。

　前回は、この報告書の１枚目を配付させていただきましたけれども、実は、指定管理料（Ａ）、それから業務経費合計（Ｂ）のほかに、差引（Ｃ）という金額が入っておりましたが、この金額については、全く意味のない数字ですので、削除してくださいということで出し直していただきました。
　そのかわり、一番下の※のところに「上記以外の経費は、別紙のとおり」ということで、本社経費というものが、間接的な経費ですがかかっております

　それが一番後ろについております。こちらについては、板橋区立図書館の経費だけではなくて、例えばそれを担当する部門全体で本社でかかっている経費がありまして、それをその部分の売り上げから見て、板橋区の指定管理業の収入を按分して計算しているというものがかかっているということでございます。

　このあたりが、監査委員事務局の事務指導で、本社経費については精査をして、またこれが直接経費でなければ除いた方がいいのではないかというご意見をいただいていましたので、このように変更させていただいたということでございます。

　それから、この資料の２枚目は、執行金額の内訳ということでございます。

　それから、この内訳の一番上に人件費ということがありますけれども、そのさらに人件費だけの内訳は、その次の３枚目になります。それから、この人件費につきましては、賃金給与のほかに社会保険の会社負担分というのがございまして、各社とも、それを人件費に含めているということでございました。

　総括表ということで、簡単にまとめたものが４点目のつづりでございますけれども、クリップでとめてある資料です。

　指定管理委託料（ａ）があって、執行実績（ｂ）があって、（ａ）－（ｂ）と前回はここまででしたが、本社経費が別途ありますということで、最終的に一番下の欄が残るということで、これがすなわち利益かというとそうでもないようなんですけれども、厳密な意味での利益というのはなかなか出しづらいというようなことで、この板橋の業務での純粋な利益というのが、先ほどの本社経費の按分の話もありますので、これが正確な利益ということではないというようなことは聞いておりますけれども。最終的な差引では、このような形でご覧いただくということでございます。

　以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

今井委員　　くどいようですけれども。久しぶりに言うのですけれども、委託をして、その会社が利益というのを算定しづらいとか表しにくいというのは分かるんですけれども、ある程度の利益があるよねということを含めて、その会社の株主はもちろんそうでしょうけれども、潜在的なこの業務に次に応募しようと思ってくれる企業を常に何十倍か育てているというのがこの指定管理者制度の肝ですから、利益情報というのはどんな形にしろ絶対に必要なので、それが本社経費というところでもいいですけれども、必要な部分だと思います。
　逆に、区の税金でこういう業務を受け取って利益とは何ぞやというみたいな見方も一方ではあるとは思うのですけれども、それだとうまくいかない。５年後、１０年後と長いスパンでうまくいかないので、絶対に必要だと思っていますので、是非、工夫をしていただければと思います。
中央図書館長　　特に図書館は無料の施設ですので、区の委託料の中から利益を得るほかにないんです。例えば体育館のように使用料を払います、プールを使う場合に３００円ですとか。あれは利用料金といってすべて指定管理者の収入になりますけれども、図書館についてはそれがないので。

今井委員　　それは分かるのですけれども。ただ、サービスの対価を税金で肩代わりしているわけですから経済的な取引ではあるわけです。ですから、それを管理運営するということは経済的な振る舞いですからセットです、実は。

　ですから、次に図書館の運営に当たろうと思ってくれる企業を常につくり続けるということが大事なことです。見向きもされないというのは。
本山委員　　前に、私が「儲け過ぎではないか」と言ったのです。それに対するご回答です。

今井委員　　ですから、そういう意見は確かに多分あるのでしょうけれども、それはこの制度をつぶします。その発想でいってしまうと。

中央図書館長　　指定管理者制度については、国の通知を見ても、自治法の趣旨でも、要するに、現場の運営がうまく適正になされているか、住民サービスの向上になっているかという視点で収支報告を見るということで、利益は利益で大事ですが、受け手がなくなってしまっては指定管理者制度自体ができませんので、図書館については、そこは政策的な判断で委託料というのは算定している部分もあるのだと思います。

今井委員　　教育科学館にしろ、宿泊施設にしろ、その利益が合わさったのがここだろうみたいなものが、委託料の中でも比率みたいなのが、この何年かでだんだん収斂してきているんですよね。それは、担当部署の皆さんの努力の成果だと思うのですけれども、それが次の潜在的参入企業への情報になりますから絶対大事です。

委　員　長　　分かりました。あとは、人件費が、ご本人がもらっている金額ではなくて会社に多分入っているということで、各個人がもらっているのはこれよりもっと低くなるのですか。
中央図書館長　　そうです。その部分だけですと、この額よりは低い額です。

委　員　長　　ほかに。

庶務課長　　先ほどの節電の資料で、一番最後に綴じ込んだものがございます。これは節電の関係ではありませんけれども、区立学校及び区内の保育園・幼稚園において放射線量の測定を実施しますということでございます。
　区民の方々から、各学校ですとか幼稚園・保育園で測定してもらえないかというような声が寄せられていること、それから補正予算で区でも２台の放射線の測定機器を購入した、それから１台また東京都から貸与を受けるといった状況もありまして、一度、それぞれの学校、保育園、幼稚園で測ってみようということになりました。

　具体的には、この発表は２１日の火曜日に行いまして、２３日の昨日から学校を回って測定を始めております。おおむね今週と来週の半ばぐらいまでをかけて、学校の関係、幼稚園の関係、それ以降について保育園でやっていこうと思っております。

　ちなみに、幼稚園と保育園については区立だけではなくて私立の方も含めて対象としておりますので、件数がたくさん、大きな数になっております。

　放射線の測定は区の職員が行うということで、３人体制で各校園を回って今、測定をしているところでございます。結果の公表については、区のホームページで、まとまり次第公表する予定でございます。

　以上でございます。

委　員　長　　よろしくお願いいたします。ほかにございますか。
○報告事項

７．教育支援センター機能プラン　　　　　　　　　　　　　　　　　（指導室）

指導室長　　それでは、私の方から、教育支援センター関連と、ふりかえり調査の状況を示しました。

　教育支援センター設立までのタイムスケジュールについての案ということで、今日お示しさせていただきたいと思いますが、この中には予算を伴うものがございます。
　これは、あくまでも指導室サイドで考えているもので、これが実施されるかどうかについては自信がないところもあるんですけれども、まず、教育支援センター機能としては、研究機能、研修機能、相談機能の３つを有機的に結びつけたいということです。

　まず、研究機能としては、今年度、板橋第四中学校の中の３階フロア、フレンドセンターの３階フロアに教育支援センター準備室を設置しまして、これまで研修指導員、研究指導員、教科書センター員と３分割されていた都費の非常勤教員を教育支援センター準備員として１０名配置いたしました。
　ここでは、平成２６年度の教育支援センターの開設に向けての準備として情報資料室を設けて、授業改善に役立つ資料の収集及び情報の発信を進めていきたいと考えております。

　また、できましたら、来年度から電子黒板やプロジェクター、実物投影機などのＩＣＴ機器をここに設置して、さらにＩＣＴ支援員の配置などを行って、今後必要となるＩＣＴ機器の活用力をつける研修や、支援センター開設時に指導者となる非常勤教員の指導力向上、これによってＩＣＴ支援員として個々の学校のＩＣＴ教育の支援者とするというようなことも含めまして、さらにはソフトの開発等を行っていきたいと考えております。

　そして、教科書センターも含めて、平成２６年度の支援センター開設時には機器を含めて指導者も配置し、充実した研究が行えるようにしてまいりたいと思っております。

　次に、指導力向上研修事業については、現在、指導室主催の各種研修が３５種類、実施回数は延べ１５９回、参加人員が延べ１万２，７６７人、それから各種会議が１２会議、実施回数が延べ９５回。そして、教育委員会が年間２４回行われております。

　これらはすべて午前９時から午後５時ごろまで行われているということで、この支援センターができた折には、今、この各種研修や会議の場所や時間的制約にかなり苦しんでいる部分もございますので、こういったものが開放されるとともに、支援センターの中の研修室が効率的に活用されるのではないかと考えております。

　また、自主研修ということで、小学校の教育会が２６部会、中学校の教育研究会が２０部会に分かれて、研修場所等に苦慮しながら進めております。
　また、これ以外にも、ブロックごとなどで様々な自主研修が夜間を中心に行われている現状がありますが、こういったものもこの庁舎の教育センターができることによって、そこで行われるようになるということ。

　そして、先ほど申しましたように、教育支援センター準備室のＩＣＴ研修会とリンクさせながら、管理職を始め、おおむねすべての教員がＩＣＴを活用して授業できるような研修会を平成２４年度からスタートして継続させていきたいと思っております。

　さらに、教育支援センターが設立された段階からは、教員のニーズや希望に応じた教科等の専門研修を夜間あるいは土曜日に実施するということで、いわゆる指導室が用意したレディメードの研修プラス教員からのオーダーメイドの研修を加えていきたいと考えております。

　そして、それに加えて、保護者や区民の学校支援ボランティアや学校支援地域本部のコーディネーター等を養成するということで、これは学校支援地域本部あるいは生涯学習課とも連携いていくということになっていくと思いますが、このために、聞くところによりますと、今年度、学校地域連携担当課の方で東京都と連携して講習を行うということですが、できた折には、区内独自の実施ということで、現在ある教育のＮＰＯや学校支援地域本部コーディネーターとも連携しながら、どういった研修が進められるかといったことを、プロジェクトチームをつくりながら、ソフトランディングをするためにも、今年度あたりから進めてまいりたいと思っております。
　それから、裏面でございますけれども、相談事業ということで、これまで述べてきましたように、支援センターでは初回相談を行うということで、できれば現在の蓮根、成増の教育相談所はそのまま継続相談という形で、支援センターができたあかつきにも残していければと考えております。

　その根拠としては、これまでの平成２２年度の来所相談が、継続２２８件、新規４２０件、延べ相談回数７，９８１回という実数に合わせた計画で本来１，５００㎡と計画していたわけですが、この支援センターについては１，０００㎡ということで、その５００㎡を相談所に充てることによって蓮根、成増をなくそうということを考えていたのですが、それができなくなったということと、この回数を見合わせると、支援センターとともにこの２カ所の現存の相談所も活用して教育相談等を進めていければと思っております。

　それから、実はこれはまだ教育委員会の中でオーソライズされていない部分なので学務課には大変申しわけないことをお話ししてしまうのですが、現在、学務課の特別支援係にある就学相談員を通じた特別支援教育の充実ということで、就学で終わるのではなく通学してからも継続的な支援を行えるような形で、通常の学級介添員や専門家の巡回相談等を活用しながら、支援センターができた暁には、そういった組織を教育支援センターの中に移行してはどうかと考えております。これによって、特別支援教育の充実というものを図れるのではないかと考えております。

　それから、ＳＴＡＲＴ、日本語適応指導員、フレンドセンターについては、現有のものをさらに推し進めていくということで、特に外国人子弟の日本語の指導については、支援センターができた折には、２週間ほど集中講座を行って、ある程度日本語が分かるようになったところで学校に入れていくというようなこともシステムとして考えているところでございます。
　こういったことを、今後、教育委員会内でもオーソライズしていくとともに、外部の方々、学校現場も含めまして、具体的なプランニングをしてまいりたいと考えております。
　以上です。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。
教育長　　この件については、今もお話をしていたようにあくまでもまだ素案の段階で、今後、これを色んな方の意見をいただきながら、場合によっては専門家の意見などもいただきながら煮詰めていきたいと思いますので、是非、教育委員の皆さんにも意見があれば積極的に出していただきたいと思います。適時、教育委員会の中で報告させていただきたいと思っています。

委　員　長　　とりあえず、現時点でのプランニングということでご了解ください。

　続けて、ほかにございますでしょうか。
指導室長　　それでは、ふりかえり調査正答率状況ということで、４月２５日にフィードバックのふりかえり調査を行いました結果が、６月１０日に各学校に個票、それから学校ごとのデータが返却されました。

　いよいよ、これを基に今年度もフィードバック学習の分析等を進めていくわけですが、実は６月１５日に今井先生においでいただきまして、今年度から２学年また増えてきていますので、それを考慮した上で、どういった分析をするかということについてのご指導をいただきながら、今後、学校現場が大好きな箱ひげ図も含めまして分析を始めてまいりたいと思っております。
　そして、７月に入りまして、全小中学校に指導主事が個別の分析結果を持って説明に上がりたいと思っています。

　また、１０月には検証調査を予定しておりますので、各学校のそれまでの取り組み成果がこの検証調査にも表れてくるという形で考えておるところでございます。

　資料として出したものは、要は正答率が８０％に満たない問題を見てみると、やっぱり学年だけでなく５年生から中学２年生に継続して指導をしなくてはいけない部分、いわゆる小中連携教育の推進のかぎになるようなヒントがされているかなと考えております。

　漢字の読み書きは正答率が余りよくない部分、それから諺とか慣用句といったものについては、本当にかなりてこ入れをしないと５０％に満たないというような正答率が出ておりますので、この辺もいわゆる小中連携でいくのかなと。

　それから、２番の言葉の決まりや文章の読解も明らかで、これは昨年も一昨年もそうですが、主語・述語、修飾語といったものの正答率が低い。それゆえに文章題の読解ということにもつながっていくのではないかということが、今の段階では読み取れるかなと思っております。

　裏面の算数・数学も見ていただきますと、分数とか最小公倍数、最大公約数といったような内容、図形といったところに、それぞれ４年間の流れの中で押さえなくてはいけない部分が明らかになってきているかなというところを感じております。
　今後、今井先生のお力も借りてさらに具体的な分析を各学校ごとに、それから、区としての分析も進めてまいりたいと思います。

　以上です。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　これは、とりあえずの結果がこういうことだということで、さらに改善策を検討していただくということで、よろしいでしょうか。
　では、ほかにありますか。

庶務課長　　赤塚小学校で放射線の測定を６月１０日に行いました。それの速報値をまとめて、ここに書面で提示していただきました。
　既に空気中の放射線量については公表していますけれども、土壌とプールの水については本日公表することになっているものでございます。

　一番目ですけれども、空気中の放射線量については０．０９マイクロシーベルトから０．１６マイクロシーベルト毎時。中央の測定の結果は０．１２ということでした。
　２番目のところでございますけれども、土壌の放射性物質の測定結果（速報）。ヨウ素については検出がされなかった。セシウム１３４については、校庭においては１キログラム当たり７７．５ベクレル。それからセシウム１３７については、１キログラム当たり７６．４ベクレルが検出されたというものでございます。

　それから、砂場も調査しておりまして、砂を分析した結果、１キログラム当たり５９．１ベクレル検出された。それから、セシウム１３７については、１キログラム当たり６６．６ベクレル検出されたという内容でございます。

　それから、３番目のプールの水の放射線濃度の測定結果ですけれども、これはプールの清掃を行う前の、震災以降ずっとため置いた水の測定結果でございます。ヨウ素、セシウムそれぞれに対して、表層水、下層水について測定の検出限界以下だったということで、検出されなかったという結果でございます。

　詳細な分析等の結果については、この委託先の環境管理センターの方で正式な結果が出次第また報告させていただきますけれども、現時点では速報だということで、分析の結果の数値だけが示されているものでございます。
　以上です。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

教育長　　数値としては、余り高くない数値が出てきて安心していただけると思っています。区役所前で毎日、大気の測定をすべてのところでやっていますが、それでも０．１０から０．１２ぐらいは毎日出ている状況なんです。

　ここのところで、何名かの区民の方からもいただいた意見では、０．１１と０．１２という数値が出てしまうと、国が言っている年間の被爆量１ミリシーベルトを超えてしまう。今まで安全だというのを信用してきたけれども、ちっとも安全ではないではないかという意見をいただいてきました。

　環境保全課にもたくさんきているらしいんですけれども、１．０ミリシーベルトという数字だけがすごく先にいってしまっていまして、実際には、通常であっても自然界から私たちが取るのが年間で２．４ミリシーベルトぐらいあるということなんです。

　ということなので、そういうことを換算すると、０．１２マイクロシーベルトというのは、年間に換算してみても低い数値なんです。「０．１２になって大変だ、どうしよう」という意見に対しては、きちんと説明をしていかなければいけないと思っているところです。
今井委員　　そのとおりで、日本人の平均が自然界から１．５ミリ、世界平均が２．５ミリぐらいで、そのほかに浴びてもいいよという基準が１ミリとかと言っている。
　東大の放射線科の中川先生によると、診療という意味だけではなくて、研究面でも広島、長崎のデータが一番すばらしいらしいのですが、そこのデータで、低めに言って年間１００ミリで発ガン率とかが０．５％ぐらい変わってくるという、そういうのに対する１ですから、１を０．１超えたとか、そういう議論は誤差の範囲内で、全く問題ない数値ですよね。
　今、思わず掛け算をやっていて、この赤塚小学校に２４時間い続けたときの年間の量を一生懸命計算していたんですけれども、これは要するに１ですから、全然問題ないです。
教育長　　是非、１ミリシーベルトというだけの数字が一人歩きしないように、きちんと周知して活動していきたいと思います。
今井委員　　その東大の放射線の先生によると、むしろ日常のリスクの方がすごいということで、そういう換算でいくと危ない、ほんのすこしデータとして差が出てくるという１００ミリというのは、ちょうど例えば塩分の取り過ぎだとか、運動不足だとか、
そんなのより、発ガンリスクとしては低いとか、せいぜい野菜嫌いと同じぐらい、受動喫煙ぐらいみたいな。

　お酒を日に３合以上、あるいは喫飲はというと１００なんてものではなくて２０００ミリ相当だということらしいです。緊急出版された本がありますので今度持ってきます。

教育長　　それからもう１つ、いいですか。
　報告事項。板橋のボランティアセンターというのが旧板橋第三小学校のところに入っています。そこで、民間の団体の人たちが中心になって板橋災害支援ネットワークというのをつくって、今回の大震災の支援をボランティアとしてどう行うかというのが始まってきています。
　４月に立ち上がって、もう約３か月ほど活動しているんですけれども、陸前高田市で、今までは高齢者の施設を１つ預かって、そこの運営を区内の福祉施設の団体で活動している関係の方々が、毎日三、四人常駐する形でやっていたのですけれども、それが一段落して、今度は陸前高田の中の１つの地域のコミュニティづくりを再構築するというところで活動を頼まれたということなんです。
　７月からになると言っていましたけれども、復興支援ボランティアを、是非板橋区の方々から募集をして陸前高田に行ってもらいたいということで、教育委員会に代表が来まして、短くても現地に行って実際に見てくるということを、特に先生たちにやっていただければその後の教育に非常に生きてくるのではないかということで、夏休み中を中心に是非派遣をしてほしいという依頼がありました。

　金曜日の夜に渋谷からボランティアバスというのが出るんだそうです。それに乗って行って、基本は１週間なんだけれども、最短で金曜日の夜出発して日曜日の夜帰ってくるというコースもできますのでという話でした。これは個人の意思になりますので、教員向けのパンフレットをつくってもらって学校に周知をしていきたいと思います。

　合わせて、例えば初任者の研修として使えないか等のところも今指導室に検討してもらっているところです。ボランティア募集して教員が応募してくれればいいなと思います。

委　員　長　　分かりました。そうですね、「研修だから行け」と言われるとなかなか難しい部分も出てくるかもしれませんけれども、先生方が自主的に行っていただければ非常によろしいのではないかと思います。
　ほかにございますでしょうか。
　では、以上をもちまして、本日の教育委員会は終了いたします。

　傍聴の方は退席願います。ありがとうございました。

　なお、これから教育委員と事務局事務打合せ会を行いますので、委員と職員の方はお残りください。

午後　　６時　１０分　閉会
PAGE  
34

